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（ 解 説 と 分 析 事 例 ） 
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１ 産業連関表とは 

産業連関表は、ある地域において一定期間（通常１年間）に行われた財・サ

ービスの産業間取引を一つの行列に示した統計表です。平成 23年宮城県産業連

関表では、平成 23年の一年間に行われた宮城県内の財・サービスの産業間取引

を示すことになります。具体的にどういうことかを例を用いて解説します。 

消費者が一台の乗用車を購入するケースを考えて見ましょう（表１）。 

自動車を生産するためには、車体、タイヤ、ガラスなどの部品やそれらを売

る卸売や小売業の商業サービス、部品を運ぶ運輸サービスなど様々な産業との

取引が必要になってきます。さらにその部品やサービスも、生産のために原材

料等が必要になってきます。 

産業連関表では、このような取引の流れを産業ごとに記録していきます。 

表 1：消費者が１台の乗用車を購入する流れ 

産業連関表から、地域の産業構造や産業部門間の相互依存関係等を把握・分

析することができます。また、県内取引の構造を把握することで、経済波及効

果の分析が可能となります。産業連関表は５年に１度、西暦の末桁が５と０の

年を対象に、国、各都道府県市等で作成されています。５年に１度作成される

のは、作成作業に膨大な統計資料と時間を必要とし、また、産業構造は４、５

年では産業構造に大きな変化がないと仮定しているからです。 

乗用車

（100万円）

自動車車体

（40万円）

電力

（15万円）

商業

（10万円）

タイヤ

（15万円）

ゴム

（5万円）

自動車用ガラス

（20万円）

石英

（10万円）

消費者

粗付加価値 

（25 万円） 
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２ 産業連関表の見方 

産業連関表は、３種類の表から構成されています。 

一つ目は、「取引基本表」と呼ばれるもので、産業間の取引や粗付加価値、最 

終需要との関係を一覧表にしたものです。二つ目は、「投入係数表」と呼ばれる

もので、財やサービスを１単位生産するのに必要な投入の割合を示した表です。

三つ目は、「逆行列係数表」と呼ばれるもので、需要が新たに１単位増えたとき

に、誘発される生産額を計算するための係数を示した表です。 

以上、三つの表から産業連関表は構成されるわけですが、別途付帯表として、

「雇用表」を作成しています。この表は、各産業部門に投入された従業者数及び

その内訳を示しており、産業連関表と併せることで、雇用への経済波及効果分

析が可能となります。 

以下、順に見ていくことにします。 

 

○  取引基本表 

通常、この表を産業連関表と呼び、３種類の表の基本となる表です（表

２）。 

 

表２：産業連関表（取引基本表） 

 

 

 

 

 

第一次産業

第二次産業

第三次産業

計

家計外消費支出

雇用者所得
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…

計
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間
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A
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粗
付
加
価
値

(

B

)

県内生産額（A)+(B)

第
一
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産
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消
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成 

生産額の販路構成 



－198－ 

この表は縦にも横にも読むことができ、読む方向によってその意味が変わ

ってきます。 

 まず、縦に読むことが何を意味するか、これは生産額の費用構成を示すこ 

とになり、各産業がその生産のためにどれだけ購入したかを表しています。

縦方向にみると、中間投入＋粗付加価値＝県内生産額という式が成立します。 

 中間投入とは、生産のために購入した原材料のことであり、粗付加価値は 

生産によって新たに生み出された価値（従業者の賃金（雇用者所得）、企業 

の利益（営業余剰）など）であり、それらをあわせて県内生産額と呼びます。 

次に、横に読むと、これは生産額の販路構成（産出構造）を示します。生産額を、 

どの部門にどれだけ販売したかということです。横方向は、中間需要＋最終 

需要－移輸入＝県内生産額という式が成立します。中間需要は、各産業が相 

手方の産業の原材料や燃料用として使われるために販売された金額を示し、 

最終需要は家計（民間消費支出）に販売したり、企業の設備投資（県内総固 

定資本形成）のために販売されたり、最終財としてどれだけ販売されたかを 

示します。移輸入は県内需要を満たすために県外から賄われた財・サービス 

の金額を示すものです。 

それでは、先ほどの表１の例のうち、自動車車体、タイヤ、自動車用ガラ 

 スを購入して完成した 100 万円の乗用車を消費者に販売する部分について、

産業連関表で実際に表してみましょう。 

 表３：100 万円の乗用車を消費者に販売するケース 

自動車車体
タイヤ

自動車用ガラス

乗用車 100

家計外消費支出
雇用者所得
営業余剰

…

…

最終需要（２）

消
費

移

輸

入

（
３

）

県内生産額
(1)+(2)-(3)

中
間
投
入

(

A

)

粗
付
加
価
値

(

B

)

県内生産額（A)+(B)

乗
用
車

40
15
20

25

100

中間需要（１）

100
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 まず、表を縦に見ると、自動車車体が 40 万円、タイヤが 15 万円、自動車用

ガラスが 20 万円投入され、中間投入が合計で 75 万円投入されます。そこに、

従業員に支払う給料や営業利益などの粗付加価値25万円が加えられ、合計で100

万円の乗用車が生産されます。 

 次に、表を横に見ると、乗用車に自動車車体が 40 万円、タイヤが 15 万円、

自動車用ガラスが 20万円販売していることが分かります。そして、乗用車にお

いては、生産した 100万円を消費者に販売しています。 

 ここで、表を縦に見た場合の県内生産額(A)+(B)と表を横にみた場合の県内生

産額(1)+(2)-(3)は一致します（表３はいずれも 100となり一致しています）。 

 

 ○ 投入係数表 

  前述のとおり、財やサービスを１単位生産するのに必要な投入の割合を示 

した表です。実際に表４を見てみましょう。投入係数表の場合は、縦に表を 

読みます。 

 

表４：投入係数表（平成 23 年宮城県産業連関表３部門表） 

 

各産業の県内生産額を１とし、それに対して各項目がどれだけのウェイト 

を占めるかを示したものです。ここで、表４において、丸く囲まれた数値 

「0.388099」を例に挙げて解説します。これは第二次産業の生産額を１（=100％） 

とした場合、第二次産業の生産のために第二次産業から投入した割合が 

「0.388099」（=38.8099％）であるという意味を示すことになります。 

  投入係数表を作成することで、ある部門の需要が増加した場合、その需要増加 

0.131690 0.047255 0.002332 0.018481

0.222761 0.388099 0.104427 0.192772

0.169955 0.229269 0.270064 0.255738

0.524406 0.664623 0.376823 0.466990

0.008774 0.014063 0.016058 0.015311

0.103131 0.216270 0.324834 0.287581

0.224855 0.017935 0.122643 0.092881

0.161329 0.052344 0.136846 0.111695

0.043073 0.037536 0.026022 0.029847

-0.065568 -0.002770 -0.003227 -0.004305

0.475594 0.335377 0.623177 0.533010

1.000000 1.000000 1.000000 1.000000

第

二

次

産

業

第

三

次

産

業

内
生
部
門

　
　　　　　　　　  需要部門
　　　　　　　　  （買い手）

間 接 税 （ 除 関 税 ）

（ 控 除 ） 経 常 補 助 金

粗 付 加 価 値 部 門 計

県 内 生 産 額

中 間 需 要

中

間

投

入

第一次産業

第二次産業

 第三次産業
　

内生部門計

粗

付

加

価

値

家計外消費支出（ 行）

雇 用 者 所 得

営 業 余 剰

資 本 減 耗 引 当

第

一

次

産

業
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に伴って各産業の生産がどのくらい増加するか知ることができます。このことは、後 

述する経済波及効果の分析のために不可欠です。 

 

 ○ 逆行列係数表 

  需要が新たに１単位増えたときに、誘発される生産額を計算するために、 

あらかじめ作成しておく係数表です。表５を用いて解説します。 

 

 表５：逆行列係数表 

 

 

丸く囲まれた数「0.130145」をご覧ください。これは、第一次産業の最終需 

要が１単位増えたときに、第二次産業に「0.130145」の生産波及があるという 

ことです。 

  ここで、列和・行和について解説します。まず、列和とは、表頭産業１列の 

数値の和を示し、その数値は、当該列部門に対する最終需要１単位によって引 

き起こされる産業全体に対する生産波及の大きさを表します。第一次産業の列 

和は「1.399160」なので、第一次産業の最終需要が１増えたときの、全産業へ 

の生産波及は、「1.399160」であるということです。次に、行和ですが、表頭 

の産業にそれぞれ最終需要が１単位ずつ発生したときに、ある行の産業が各産 

業から受ける影響の大きさを表します。 

  さらに列和を行和・列和平均で除すことで影響力係数を、行和を行和・列和 

平均で除すことで感応度係数を求めることができます。影響力係数が１を超え 

ていれば、相対的に各産業に与える影響力が大きいこととなり、感応度係数が 

１を超えていれば、各産業から受ける影響力が相対的に大きいことがわかりま 

す。 

 

平成23年宮城県産業連関表（逆行列係数表）（３部門）

1.065779 0.027555 0.002928 1.096262 0.772459

0.130145 1.212689 0.067353 1.410187 0.993661

0.203237 0.272348 1.275517 1.751102 1.233880

行和・列和平均

1.419183

0.985891 1.065819 0.948290

1.399160

感
応
度
係
数

影響力係数

中

間

投

入
列和 1.3457981.512592

第一次産業

第二次産業
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　　　　　　　　  需要部門
　　　　　　　　  （買い手）
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　　（売り手）
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第

二

次

産

業

第

三

次

産

業

行和
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３ 産業連関表と県民経済計算の関係 

     産業連関表と県民経済計算は、双方とも一定期間における財・サービスの

流れをとらえ、経済活動の主体を企業、家計、政府等に大別する点では同じ

です。 

   しかし、県民経済計算は、県経済全体を一つの単位であるかのようにみな

し、中間生産物の販売と購入は県経済としては相殺されるものと考えて、付

加価値のみを積み上げるのに対し、産業連関表は県の経済を数多くの部門に

分割し、県民経済計算では考慮していない中間生産物の取引過程に注目して、

その取引を詳細にとらえることに重点を置いています。 

   また、産業連関表では消費、投資、移輸出入等も、その内容を商品別に分

割して扱うなど、両者の間には基本的な性格の違いがあります。 

   なお、県民経済計算の計数と産業連関表の外生部門の計数とは、同じ県経

済の流れをとらえたものであり、本来一致すべきものですが、両者にはそれ

ぞれ独自の概念規定があり、そのままの形では完全には一致しません。 

   主な違いとして、以下のようなことが挙げられます。 

○ 県民経済計算は会計年度ベース、産業連関表は暦年ベース 

 ○ 部門分類は、県民経済計算は事業所ベース（主たる業務に着目して分類）、 

産業連関表は生産活動単位ベース（すべての生産活動を部門別に分類） 

 ○ 産業連関表では、家計外消費支出を粗付加価値の一部として計上してい 

るが、県民経済計算では中間取引の一部とし、付加価値に含めていない。 

 

表６：産業連関表と県民経済計算の対応関係 

 

 

 

中間需要 最終需要 産業連関表 ≒ 県民経済計算

県内生産額 ≒ 産出額

中間投入・中間需要 ≒ 中間投入

粗付加価値 ≒ 付加価値（県内総生産）

家計外消費支出 ≒ 中間投入の一部

雇用者所得 ≒ 雇用者報酬

営業余剰 ≒ 営業余剰・混合所得

資本減耗引当 ≒ 固定資本減耗

間接税（除関税・輸入品商品税） ≒ 生産・輸入品に課される税

（控除）経常補助金 ≒ （控除）補助金

最終需要 ≒ 県内総支出

民間消費支出 ≒ 民間最終消費支出

一般政府消費支出 ≒ 政府最終消費支出

県内総固定資本形成 ≒ 総固定資本形成

在庫純増 ≒ 在庫品増加

移輸出 ≒ 財貨・サービスの移出

（控除）移輸入 ≒ 財貨・サービスの移入

中
間
投
入

（県内総生産）
（生産側）

粗
付
加
価
値

生産額（産出額）

生
産
額

（
産
出
額

）

産業間の取引

※県民経済計算
では捨象

県内総生産（支出側）
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４ 経済波及効果とは 

産業連関表に記録された財・サービスの取引関係を利用することで、経済波 

及効果の分析が可能となります。経済波及効果とは、「ある経済活動を行ったと

き、それがどのようにその経済的影響を広げていくかを数量的に把握する」こ

とです。 

 

経済波及効果のイメージ（※印は、具体例です） 

 

 Ａ    県内需要の増加 

    ※ 新作パソコンの発売が県内需要を増加させます。 

 

 Ｂ    需要を満たすため、県内生産を増加（＝直接効果） 

    ※ 需要が発生したので、パソコンを生産します。需要が発生しても

パソコンを県内で製造していなければ、県内の生産は増加しません

ので、波及効果は起こりません。 

 

 Ｃ    上記生産増加のために必要な原材料の増加 

    ※ パソコンを生産するためには、プラスチック、半導体、ガラス等

の原材料が必要となります。そのためパソコンの生産増加に必要な

分の原材料が増加します。 

 

 Ｄ    Ｂ、Ｃを０になるまで永遠に繰り返す（＝第１次波及効果） 

    ※ 第１次波及効果とは、直接効果により生じた原材料等の需要によ

る県内各産業部門の生産増加のことであり、パソコンの生産に必要

な部品や、その部品の生産に必要な原材料の生産増加等をすべて含

めた県内の生産増加分のことです。 

 

 Ｅ    上記により雇用者所得が増加し、その何割かが消費に回る 

    ※ パソコンやその部品等の生産で増えた所得のうち何割かが消費に

回ります。 

 

 Ｆ    消費による新たな需要を満たすための生産増加（＝第２次波及効果） 

    ※ 第２次波及効果とは、雇用者所得増加による民間消費支出増を賄

うための生産増加のことであり、パソコンの需要増加によって生産

が増え、その分だけ雇用者の所得が増えて、さらにそれが消費に回

り新たな生産をよぶ。 
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５ 分析上の注意点 

経済波及効果分析は、様々な仮定を前提条件としています。分析を行う際 

は、以下の点に留意願います。 

 

○ 投入係数及び移輸入率・自給率は安定的である 

 経済波及効果分析は、投入係数の安定性（変化がないこと）を前提にし

ています。そのため、基準年（平成 23年）と分析対象年では、産業ごとの

投入構造は、大幅に変化しないと仮定しています。 

 また、投入係数同様、移輸入率（県外から調達する原材料等の率）と自

給率（県内から調達する原材料等の率）についても、安定的（一定）と仮

定しています。 

 

○ 在庫対応の影響を考慮していない 

 生産波及が及んでも在庫品で対応し、その分の生産が行われない場合が

考えられますが、これらの予測は困難であることから、在庫対応の影響は

考慮していません。 

 

○ 生産能力の限界を考慮していない 

 需要に対して、各産業が十分に対応できない場合も考えられますが、各

部門の生産能力はどのように状況にでも応じられると仮定しています。 

 

○ 第２次波及効果の対象を雇用者所得のみとしている 

 所得の増加（うち民間消費支出の増加）に伴う生産波及を分析する第２

次波及効果の計算では、雇用者所得のみを対象としていますが、農家をは

じめとする個人業主の所得は、営業余剰に含まれています。本来は、個人

業主の所得も含めて波及計算をすべきですが、営業余剰の分割方法や計算

方法が明確でないため、分析対象とはしていません。 

 

○ 時間外勤務対応による影響を考慮していない 

 生産の増加によって、新規雇用者が誘発されるといった前提で雇用誘発

効果を計算していますが、現員の時間外勤務による対応も考えられます。

しかし、そのことを考慮するのは困難であるため、考慮していません。 
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６ 経済波及効果分析の方法 

それでは、実際に経済波及効果分析を行いたいと思います。県内の公共工事の需要が新

たに 1,000 億円発生した場合、県経済にどのような影響を及ぼすかを測定します。用いる

のは、平成 23 年宮城県産業連関表（37部門）及び平成 27年家計調査（仙台市勤労者世帯）

の平均消費性向 0.902 です。 

 

○ 最終需要額を求める 

はじめに、新たに加えられた公共工事 1,000億円を最終需要として計上します。 

 

○ 最終需要額を各産業部門に振り分ける 

次に、最終需要額をどの産業部門に振り分けるかを決めます。ここでは単純に建設業（土

木部門）に当てはめることにします。これで、建設業に 1,000 億円の直接効果が発生した

ことになります。 

 

○ 産業部門ごとの最終需要額に投入係数を掛ける 

続いて、第１次波及効果の計算に移ります。直接効果により生じた需要に対応して、生

産が行われますが、そのためには原材料の調達や労働・資本等の投入が必要になりますの

で、最終需要額に土木部門の投入係数を乗じ、その中間投入内訳を計算します。 

 

○ 中間投入内訳（原材料等の中間投入）に自給率を掛ける 

投入内訳のうち、原材料分について、全てが県内で調達される訳ではないので、県内で 

賄われる割合（自給率）を掛けて、県内需要額を計算します。 

 

○ 逆行列係数表を使って第１次波及効果を計算する 

前段で求めた県内需要額に逆行列係数を乗じて、生産誘発額を計算します。これが第１

次波及効果であり、中間投入（原材料等）の需要増に伴い新たに誘発された生産額です。 

 

○ 逆行列係数表・平均消費性向を使って第２次波及効果を計算する 

直接効果及び第１次波及効果によって生み出された粗付加価値の一部（雇用者所得）が

消費に回り、新たな需要増となって生産活動を誘発します。これが第２次波及効果です。

また、雇用者所得は全て消費されるわけではない（税金の納入・貯蓄等の部分がある）た

め、平均消費性向（0.902）を乗じて消費支出額を求めます。さらに消費支出の内訳を、

民間消費支出の割合を用いて部門ごとに分割します。これを新たな最終需要と考えます。

第１次波及効果の場合と同様、自給率を乗じて県内需要額を計算し、これに逆行列係数を

乗じて生産誘発額を計算します。直接効果、第１次波及効果、第２次波及効果を合わせる

と、約 1,704 億円の波及効果ということになります。 
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第２次波及
効果の計算へ

公共工事（建設業）1,000億円の投資 与件データ

建設業（土木工事）1,000億円の生産

×投入係数

直接効果

粗 付 加 価 値

448億 円

うち雇用者所得

341 億 円

中間投入（原材料等）

552 億 円

×自給率

県 内 需 要 額 282 億 円

×逆行列係数

×粗付加価値率
（うち雇用者所得率）

粗 付 加 価 値

198 億 円

（合計）粗 付 加 価 値 誘 発 額

646 億 円

（合計）うち雇用者所得誘発額

447 億 円

与件データ → 直接効果 → 第１次波及効果までの流れ

生 産 誘 発 額
381 億円

第１次
波及効果

県外需要額

270億円

うち雇用者所得

106 億 円

×移輸入率
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第２次波及効果 → 総合波及効果までの流れ

雇 用 者 所 得 誘 発 額

447 億 円

× 消費転換係数
（平均消費性向 ０．902）

消 費 支 出 額

403 億 円

消費支出パターンで
産業部門ごとに分割

産業部門ごとに分割された消費支出額

378 億 円

×自給率

県 内 需 要 額 248 億 円

×逆行列係数

生 産 誘 発 額 323 億 円

第２次
波及効果

第３次・第４次・・・・と第２次波及効果以降についても、同様の手

法によって、第２次生産誘発額の結果から、波及効果が０の近似

値に収束するまで波及効果を分析することはできますが、一般的

には、第２次波及効果までを分析対象としています。

総合的な生産誘発額 1,704 億円

（直接効果の1.70倍）

総合波及効果

( 直接効果
＋第１次波及効果
＋第２次波及効果 ）

ここでは、平成27年家計調査（仙台市勤労者世
帯）平均消費性向を使用しています。（できるだけ
直近のデータを使用するのが原則です）

※平均消費性向とは、家計の可
処分所得における消費支出の割
合のことです。

県外需要額

130億円

×移輸入率

ここでは、平成23年産業連関表の民間消費支出の構成比
（列比）を使用して産業部門ごとに分割しています。
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分析事例１：住宅建築の需要増加による経済効果 

 

１ 分析の前提等 

  

○ 木造住宅建築に対する補助施策により、県内に建設する木造住宅建築の

需要が 10億円増えた場合の経済波及効果を分析する。 

 

 ○ 分析には「平成 23年宮城県産業連関表（110部門）」表を利用する。 

  ※ 110 部門表の「64 建築」の需要が 10 億円増えたと仮定する。「64 建築

の自給率は 100％なので、10 億円の需要がそのまま県内の需要となるた

め、直接効果 10 億円とする。その 10 億円の県内需要増加に伴う経済波

及効果を分析する。 

 

 ○ 誘発される雇用者数の推計には「平成 23年宮城県産業連関表・雇用表（110 

部門）」を使用する。 

 

 ○ 第２次波及効果の推計で用いる平均消費性向（県内需要増加に伴い雇用 

者所得が増加するが、その雇用者所得がどのくらい消費に回るかを推計す 

るために使用する）は、平成 27年家計調査（仙台市勤労者世帯）の値（0.902）

を使用し、波及効果の計算は第２次波及効果までとする。 

 

２ 分析の結果 

 

 ○ 木造住宅建築需要 10 億円の増加により、県内生産額は 10 億円増加し、

経済波及効果が 16.2億円、雇用効果は 156人となる。 

   また、粗付加価値ベースでみると平成 25年度県民経済計算による県内総

生産８兆 8,166億円の 0.01％に該当する。 

   

 

雇用効果

（人）

156

総合
波及倍率

結果 10.0 3.2 3.0 16.2 1.62

うち
粗付加価値

住宅需要増加に
よる経済波及効果

直接効果

（億円）

第１次
波及効果
（億円)

第２次
波及効果
（億円)

総合波及効果（億円)

7.9
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分析事例２：第一次産業の自給率向上による経済波及効果 

 

１ 分析の前提等 

  

○ 第一次産業の活動が活発化し自給率が向上することで本来であれば県外

へ流出するであろう経済波及効果をどれだけ県内へ留めることができるか

を測定する。 

 

 ○ 分析には「平成 23年宮城県産業連関表（110部門）」表を利用する。 

 

 ○ 自給率の向上を１％と仮定し、それにより、県内需要額の１％の生産が 

増加したと仮定する。 

 

 ○ 誘発される雇用者数の推計には「平成 23年宮城県産業連関表・雇用表（110 

部門）」を使用する。 

 

 

 

 ○ 第２次波及効果の推計で用いる平均消費性向（県内需要増加に伴い雇用 

者所得が増加するが、その雇用者所得がどのくらい消費に回るかを推計す 

るために使用する）は、平成 27年家計調査（仙台市勤労者世帯）の値（0.902）

を使用し、波及効果の計算は第２次波及効果までとする。 

 

○  今回は簡易的な分析のため、自給率の向上による本県経済の構造に変化

がなかったと、仮定する。 

 

２ 分析の結果 

 

 ○ 第１次産業の自給率向上（１％）により、県内生産額が 32.1 億円増加し、

経済波及効果が 47.2億円、雇用効果は 186人となる。 

   また、粗付加価値ベースでみると平成 25年度県民経済計算による県内総

種類
県内需要額

（億円）
県内自給率

向上後の

県内自給率

県内需要額の

１％

（億円）

直接効果

〔県内生産増加

額（億円）〕

米 921 40.3% 41.3% 9.2 9.2

耕種農業（米を除く） 1,128 27.1% 28.1% 11.3 11.3

畜産 572 66.5% 67.5% 5.7 5.7

農業サービス 194 100.0% 100.0%

林業 131 69.1% 70.1% 1.3 1.3

漁業 462 35.4% 36.4% 4.6 4.6

合　　　　計 2,815 32.1 32.1
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生産８兆 8,166億円の 0.03％に該当する。 

   

 

 

                                    

経済波及効果分析の手順 

 

 経済波及効果分析は、与件データが決定すれば、後は産業連関表の各種係数

等を使用し、一定のルールのもとに計算がされます。逆に言えば、与件データ

をどう与えるかが重要な鍵を握ります。そこで、経済波及効果分析をする際の

手順について、以下のとおり示します。 

 

 １ 分析テーマを決める 

  過去の分析事例を参考にしながら、波及効果分析のもととなる消費額や投

資額などの最終需要額データの有無、入手難易度を考えます。また、波及効

果分析の範囲等を明確にしましょう。 

 

 ２ 分析データを確定する 

  テーマが決まったら、それに見合う与件データなのかを正確に把握しまし

ょう。例えば、イベント来場者による消費増加が県経済に及ぼす影響を分析

する際、アンケート等からイベントの消費額を入手しても、その消費額が全

て県内製品で賄われる（県内の生産額増加につながる）わけではありません。

それを踏まえ、全て県内製品で賄われると仮定したり、例えば産業連関表の

自給率を消費額に掛けて県内生産増加分を考慮したりとやり方は様々ですが、

どう仮定を置くかを明確にしましょう。 

 

 ３ 投入部門を検討する 

  上記で把握したデータをどの部門の需要増加（生産増加）とするのか検討

しましょう。詳細なデータが把握できれば、より正確に分析するために、細

かい部門の産業連関表（当県では 110部門表）を使用してください。 

                                     

第一次産業の自給率
が１％上昇したことに
よる経済波及効果

直接効果

（億円）

第１次
波及効果
（億円)

第２次
波及効果
（億円)

総合波及効果（億円)
総合

波及倍率

雇用効果

（人）
うち

粗付加価値

22.5 1.47 186結果 32.1 11.5 3.5 47.2
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分析事例３：マラソン大会開催による経済効果 

 

１ 分析の前提等 

  

○ 新たに県内を会場としてマラソン大会を開催すると仮定して経済波及効

果の分析を行う。 

 

 ○ 分析には「平成 23年宮城県産業連関表（110部門）」及び経済波及効果分

析ツールの「イベント開催」のメニューを利用する。 

 

 ○ イベント開催の分析については、大会参加者、及び応援に県外から訪れ

る人々の消費需要（１人あたり１日平均消費額）の増加を分析対象とする。 

 

 ○ 条件：（１）大会参加者２万人（県外からの参加者５０％） 

      （２）県外からの応援１万人（県内の応援は分析対象外とする） 

      （３）県外参加者・応援の５０％が前日に県内に宿泊。 

（４）１人 1日あたりの平均消費額は全国平均額（国土交通省観光

庁「旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究」（2013年版））

を利用。 

         

 ○ 第２次波及効果の推計で用いる平均消費性向（県内需要増加に伴い雇用 

者所得が増加するが、その雇用者所得がどのくらい消費に回るかを推計す 

るために使用する）は、平成 27年家計調査（仙台市勤労者世帯）の値（0.902）

を使用し、波及効果の計算は第２次波及効果までとする。 

 

２ 分析の結果 

 

 イベント開催の経済波及効果 

 

※ 今回は大会参加者等の消費額についてのみの経済波及効果分析でしたが，大会等の運営につ 

いても、試算することが可能です。 

雇用効果

（人）
うち

粗付加価

結果 6.2 2.1 1.4 9.7 5.0 1.56 52

マラソン大会開催によ
る経済波及効果

直接効果

（億円）

第１次
波及効果
（億円)

第２次
波及効果
（億円)

総合波及効果（億円)
総合

波及倍率
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８ 用語説明 

用  語 説        明 

 

産業連関表

（Ｉ－Ｏ） 

 一定地域において、一定期間（通常１年間）に行われた財やサービス等の

すべての生産物の産業相互間・産業と最終需要者の間の取引を一覧表にした

ものです。英語で「Input-Output Tables」ということから、略して、Ｉ－

Ｏ（アイ・オー）ともいいます。 

財  農業、林業、漁業、鉱業、製造業、建設、電力・ガス・熱供給の生産活動

を指します。 

サービス  水道・廃棄物処理、商業、金融・保険・不動産、運輸・通信、公務、その

他のサービスの生産活動を指します。 

 

 

産  業 

 産業連関表でいう産業とは、商品（財・サービス）の品目ごとの生産活動

を意味しています。産業分類は、生産活動単位で分類するアクティビティベ

ースで行っており、同一事業所内で二つ以上の活動が行われている場合に

は、原則としてそれぞれの生産活動ごとに分類されることになります（いわ

ゆる商品分類に近い概念です）。 

総供給  県内に供給された全ての財・サービスの額のことで、総需要と等しくなり

ます。  総供給＝県内生産額＋移輸入 

総需要  県内で需要があった全ての財・サービスの額に移輸出を加えたものです。 

 総需要＝県内需要（中間需要＋県内最終需要）＋移輸出 

県内生産額

（ＣＴ） 

 県内の１年間の生産活動によって生み出された財とサービスの総額のこ

とで、県民経済計算の「産出額」と同等の概念です。 

 英語で「Control Totals」ということから、頭文字をとって、CTともいい

ます。 

中間投入

（率） 

 各産業の生産過程で原材料などの経費として投入される費用のことです。 

 なお、県内生産額における中間投入の割合を「中間投入率」といいます。 

粗付加価値

（率） 

 各産業の生産活動によって、新たに生み出された価値のことです。 

 雇用者所得や営業余剰・家計外消費支出等で構成されており、家計外消費

支出を除けば県民経済計算の「県内総生産」と同等の概念です。 

 なお、県内生産額における粗付加価値の割合を「粗付加価値率」といいま

す。 

雇用者所得

（率） 

 民間企業や政府などにおいて、雇用されている者に対して、労働の報酬と

して支払われる現金（給与・賃金・各種手当）や現物のことで、雇用主負担

の社会保険料についても含まれています。 

 なお、県内生産額における雇用者所得の割合を「雇用者所得率」と言いま

す。 
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用  語 説        明 

営業余剰  企業の利潤のことです。 

 なお、個人業主や家族従業者の所得についても含まれています。 

家計外 

消費支出 

 企業や政府の交際費や福利厚生費のことです。県民経済計算では中間投入

に含まれています。 

中間需要  ある産業の生産物が、他の産業の生産活動の過程で原材料などとして、ど

のくらいの需要（販売）があったのかを示すものです。 

最終需要  ある産業の最終的に消費される財やサービスが、家計や企業及び政府機関

で、どのくらいの需要（販売）があったのかを示すものです。 

民間 

消費支出 

 家計消費支出と対家計民間非営利団体消費支出の合計のことです。 

 県民経済計算の「民間最終消費支出」と同等の概念です。 

移輸出  県内で生産された財やサービスが、国外や県外でどのくらいの需要（販売）

があったのかを示すものです。なお、観光客などの県外居住者が県内で消費

した分も含みます。 

移輸入（率）  県外で生産された財やサービスが、県内でどのくらいの需要（販売）があ

ったのかを示すものです。 

 なお、県内居住者が観光などによって県外で購入した分も含みます。また、

県内需要における移輸入の割合を「移輸入率」といいます。 

県内需要 中間需要と県内最終需要の合計のことです。 

県内 

最終需要 

 家計外消費支出、民間消費支出、一般政府消費支出、県内総固定資本形成

及び在庫純増の合計のことです。 

内生部門  各産業で生産された財やサービスの産業間の取引関係（中間投入及び中間

需要）を表します。 

外生部門  粗付加価値部門と最終需要部門のことです。 

投入係数  県内生産額における各産業の原材料等の中間投入の割合のことです。ある

産業１単位の生産を行うために必要な原材料の割合を表します。 

逆行列係数  ある産業の生産が１単位増加した場合の波及効果（生産誘発効果）を表し

ます。なお、直接効果に逆行列係数の列和を乗じたものが、直接効果と第１

次波及効果の合計値になります。 

生産誘発額  最終需要（消費、投資及び移輸出）により、誘発された生産額のことです。 

粗付加価値

誘発額 

 最終需要（消費、投資及び移輸出）により、誘発された生産額に占める粗

付加価値のことです。 

雇用者所得

誘発額 

 最終需要（消費、投資及び移輸出）により、誘発された生産額に占める雇

用者所得のことです。 

経済 

波及効果 

 ある産業の需要が新たに発生することによって、県内産業部門に直接・間

接的に生産を誘発する効果のことです。また、生産波及効果ということもあ

ります。 
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用  語 説        明 

直接効果  ある産業の需要が新たに発生することによって、県内産業部門に直接的に

生産を誘発する効果のことです。なお、新規需要に県内自給率を考慮する場

合は、新規需要に県内自給率を乗じて直接効果を求めます。 

第１次 

波及効果 

 直接効果に必要な中間投入がもたらす関連産業の生産波及のことです。 

なお、直接効果に逆行列係数の列和を乗じたものが、直接効果と第１次波

及効果の合計値になります。 

第２次 

波及効果 

 直接効果と第１次波及効果によって生み出された粗付加価値の一部（雇用

者所得）が消費に回り、新たな需要となって誘発する消費財関連産業の生産

波及のことです。なお、一般的に雇用者所得の消費転換係数に、家計調査の

平均消費性向を使います。 

総合 

波及効果 

 直接効果、第１次波及効果、第２次波及効果の合計のことです。 

県内自給率  県内需要における「県内で生産された財やサービス」の割合のことです。 

  県内自給率＝１－移輸入率 

消費転換係

数 

 雇用者所得が消費に回る割合を表す係数です。 

 一般的に家計調査の平均消費性向が使われます。 

平均 

消費性向 

 家計の可処分所得（税金や社会保険料を除いた手取収入）における消費支

出の割合のことです。平成 27 年家計調査（仙台市勤労者世帯）平均消費性

向＝0.902（90.2％） 

雇用効果 最終需要（消費、投資及び移輸出）により、誘発された雇用者数のことで

す。 

雇用係数  （個別雇用係数）当該部門の 100万円の生産に必要な雇用者数を表します。 

 （総合雇用係数）当該部門に 100万円の需要が生じた場合の直接的・間接

的に誘発される雇用者数を表します。 

就業係数 （個別就業係数）当該部門の 100万円の生産に必要な就業者数を表します。 

（総合雇用係数）当該部門に 100万円の需要が生じた場合の直接的・間接 

的に誘発される就業者数を表します。 
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